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号　証
作　成
年月日

作成者 立証趣旨 備考

甲２６ 拡散シミュレーショ
ンの試算結果（総
点検版）

写 H24.12. 原子力規制
庁

各原発で福島第一１～３号機並
の事故が発生した場合の放射
能拡散とそれによる住民被ばく
線量のシミュレーション。最初、
2012年１０月２４日の原子力規制
委員会に出され、その後ミスが
修正されて、最終的に１２月１３
日の規制委員会で了承されたも
の。７日間で１００ｍＳｖ被ばくす
る最大距離の９７％値によって避
難計画を立てるための資料。

甲２７ ＩＣＲＰ　Publication
60
国際放射線防護委
員会の１９９０年勧
告

写 1991.11.2
5

日本アイソ
トープ協会

ＩＣＲＰによる公衆の被ばく線量
限度が年１ｍＳｖであること。５６
頁の表６に記述されている。

甲２８
－１
甲２８
－２

原告被ばく線量図
（97%値）
原告被ばく線量図
（100%値）

2012.12.2
4

美浜の会 大飯原発で事故が発生したとき
の規制庁の試算に従って、各原
告がどれだけ被ばくするかを示
す図。規制庁試算の９７％値と１
００％値の場合をそれぞれ示し
ている。

甲２９ 放射性物質の拡散
シミュレーションの
試算結果について

写 Ｈ２４．１０ 原子力規制
庁

２０１２年１０月２４日の原子力規
制委員会に提出された原子力
規制庁による試算方式の説明資
料。４頁に９７％値の説明が、気
象指針からの引用によってなさ
れている。

甲３０ 大飯原発事故のと
き－原子力規制庁
試算に基づく放射
能拡散（訂正版）

写 2012.12.2
3

美浜の会 規制庁の試算に関して、方位内
平均の意味が２頁で説明され、１
００％値をとった場合の意味と結
果が５頁から記述されている。

甲３１
－１
ウクライナでの事故
への法的取り組み
出典「チェルノブイ
リ事故による放射
能災害 国際共同
研究報告書」今中
哲二編
４７～５９頁

写 1998.10.2
0

編者　今中
哲二

チェルノブイリ事故後、ウクライ
ナの法律によって制定された移
住義務ゾーン及び移住権利
ゾーンが、それぞれ５ｍＳｖ以上
及び１ｍＳｖ以上であることが４８
頁表１に記載。

甲３１
－２
Ａ　放射能汚染と
健康影響に関する
その他のデータ。
出典「チェルノブイ
リ事故による放射
能災害 国際共同
研究報告書」今中
哲二編　付章
データと資料

写 1998.10.2
0

編者　今中
哲二

事故により放出された放射能は
非常な遠隔地にもホットスポット
と呼ばれる高い汚染地域を生み
出す例。チェルノブイリ事故では
２００ｋｍ以上離れた地域でも１５
Ｃｉ／平方ｋｍ以上（５５５ｋＢｑ／
平方ｍ以上）もの土地汚染をも
たらしている（３５２頁図２）。

標　　　　　　　　目
　（原本・写しの別）
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甲３２ 今後の避難解除、
復興に向けた放射
線防護に関する基
本的な考え方につ
いて

写 H23.7.19 原子力安全
委員会

年２０ｍＳｖを避難レベルとした安
全委の考え。２頁で「ICRP の
2007 年基本勧告において緊急
時被ばく状況に適用することとさ
れている参考レベルのバンド20
～100mSv(急性若しくは年間)の
下限である20mSv/年を適用する
ことが適切であると判断した」と
記述。
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